
判定から審査の流れ(令和５年度前期以降の取扱い)

※８０％を超えている(正当な理由を含む)事業所が届出書の提出が必要になります。

※１ 正当な理由に該当するかどうかは、提出された内容を基に宮崎市において書類審査を行い、判断を行います。

詳細は「居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算の取扱いについて」をご確認ください。

※２ 特定事業所集中減算「なし」→「あり」または、「あり」→「なし」となる場合には、「介護給付費算定に係る

体制等に関する届出書」の提出が必要になります。

※３ 「減算なし」となった場合であっても、算定結果に疑義が生じた場合は、遡って減算が適用となり、報酬の返

還が発生することがありますのでご留意ください。

認めない場合認める場合

いいえはい

はい いいえ

２．介護保険課にて審査を行う

１．届出書(提出兼保存用)を作成する（全事業所）様式①、様式②

対象サービスごとの算定結果が、いずれも８０％を超えていない

【減算なし】

事業所内で様式①、様式②を５年間保存する

宮崎市へ届出書の提出は不要

【８０％を超えている】

正当な理由の範囲(１)～(６)に該当する

【８０％超えている(正当な理由)に該当する】

①正当な理由の範囲の(１)～(４)の場合

⇒報告期限までに様式①、様式②を宮崎市へ提出してください

②正当な理由の範囲の(５)、(６)の場合

⇒報告期限までに様式①、様式②かつ様式③にて再計算を行い、必

要な場合は、様式④等を宮崎市へ提出してください

【８０％超えているに該当する】

提出期限までに様式①、様式②

を宮崎市へ提出してください

算定の届出様式に関連する資料

は、事業所内で５年間保存して

ください

【減算なし(８０％を超えているが、正当な理

由があると認められる)】

算定の届出様式に関する資料は、事業所内で５

年間保存してください

【減算あり(８０％を超えており、正当な理由がない)】

下記の期間減算となります

【減算適用期間】

前期：１０月～３月／後期：４月～９月

算定の届出様式に関連する資料は、事業所内で５年間

保存してください


